
はじ め に

福井市長

酒井 哲 夫

地方分権時代が幕開けし、高齢化、少子化、高度情報化など我が国

を取 り巻 く社会環境は急速な変貌を遂げつつあります。

また、市民のニーズも多様化 し、人々の意識や指向も量的な拡大か

ら質的充実へと大きく変わってきています。

このような中、市民皆様の期待に的確に応えていくためには、行財

政の効率化、事務事業や組織の見直しを徹底的に行い、行財政体質を

確固とした足腰の強いものにしていく必要があります。

平成 6 年10月に「福井市行政改革推進委貞会」を設置し、各界各層

の市民代表の方々のご意見を踏まえ、第二次福井市行政改革大綱を策

定し、平成 8 年度から10年度までを実施期間と定め、第二次行政改革

を推進してきました。また、バブル崩壊後の景気低迷に伴う財政状況

を打破するため、平成10年度には財政構造改革を柱 とした大綱の改訂

版を策定し、平成10年度から12年度までを実施期間と定め、全職貞が

一丸となり行政改革の推進に取 り組んでまいりました。

この度、第二次福井市行政改革大綱及び改訂版の実施期間である平

成8 年度から12年度までの推進状況についての結果がまとまりました

のでご報告させていただきます。

なお、今後とも行政運営の原点に立ち戻って行財政全般にわたる再

点検を行いながら、引き続き行政改革の推進に努めてまいります。

平成13年 3 月



2 1世紀につなぐ行政改革

“改 善 か ら改 革 へ”

行政改革推進委員会

会長

黒川 誠 一

福井市の第二次行政改革の取 り組みは、きめ細か く種々の改善を企画・実施され、

また関係各位のご努力により、仕事の改善や経費の削減に大きな前進をみることがで

きました。

顧みますと、行政では、予算が先行します。事業執行は予算に従って行われ、途中

での経費削減への圧力があまりかかりません。 しかし民間では、予算は概算だけで強

制力はなく、絶えず経費削減が求められます。また企業会計では、決算の損益計算書

と貸借対照表を重視 し、詳細な予算をたてることなく、結果を重視 します。これに対

し、官庁会計は損益や財政状況が大変わかりにくく、財政危機の状況が一目でわかる

ようにはできておりません。このように行政改革大綱の策定や実施計画の推進状況を

論議していくうえで、民間経営と行政経営との間に大きな隔たりを感じるものでした。

しかしまた、市の行政は、国や県、市民や関係団体と密接に繋がっており、民間企

業のように独自で思うようにできるものとは立場が違い、困難が多いものと確信され

るもので もあ りました。

私は、第二次行政改革大綱及びその改訂版の策定にあた り、数々のご意見を申し上

げましたが、この大綱は詳細に企画・立案された実効性のあるものに出来上がったと

思います。これに基づき、今後とも成果を上げていただきたいと願うものであります。

今後は、20世紀にも議論されてきました財政改革、地方分権、市町村合併、行政改

革、税制改革、規制緩和など、本格的に取り組まねばならない状勢が、21世紀にはもっ

と強まり、早い時期にやらざるを得ない状況に追い込まれると感 じております。その

時は「改善」では済まず、真の「改革」が必要となり、単なる戦術ではなく、長期戦

略を立案し取り組む必要があると考えられます。

「 改革」というのは痛みを伴う大変な仕事でありますが、国、県や関係団体と密接に

連携を取りながら、勇断を以って望まなければなりません。このためには、文字どおり

の「行政改革」が必要であり、今からその研究に着手していただきたいと思います。

第二次行政改革は、一通り所期の目的を達成し終了しますが、行政改革を永遠の使

命として、今後とも積極的に取り組んでいただくことを切に願っております。また、

この第二次行政改革の取り組みにご尽力いただいた方々に心からお礼を申し上げます。
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Ⅰ今日までの取り組み状況

福井市行政改革は、昭和57年11月 1 日に「福井市行政制度改善委貞会」、昭和58年

4 月 1 日「福井市行政制度改善推進委貞会」を設置 し、自主的な行政改革として取 り

組んできました。

また、昭和60年 6 月 4 日には国の指導もあり、従来の「行政制度改善委貞会」を廃

止し、「福井市行政改革推進本部」を設置しました。また同年 7 月 1 日には、市民の

有識者による「福井市行政改革懇話会」を設置し、行政改革大綱の策定を諮問、同年

8 月末日には「福井市行政改革大綱」が策定されました。

その内容とするところは、組織・機構の簡素合理化、定点適正化の推進、事務事業

の簡素・効率化、民間委託・O A 化等事務改善の推進、会館等公共施設管理運営の合

理化、議会の合理化 と、6 つのテーマに分かれており、実施状況については以下のと

おりであ ります。

Ⅱ実施状況

（ 昭和58年度～昭和62年度）

1 組織の改善

（ 1） 組織の続廃合

・ 総務部総務課出張所の廃止

・ 市民部市民課連絡所の新設

2

3

4

（ 昭和59年度）

（ 昭和59年度）

保育園の統廃合

幼稚園の休園

電算高度利用・ オフイースオー トメーション化のプロジェクトチームの編成

（ 昭和58年度）

（ 5）㈲福井市公共施設等管理公社の設立（昭和58年度）

2 事務事業の改善

（ 1） 清掃業務の委託化の拡大

（ 2） 市民福祉会館、文化会館、フェニックス・ プラザの管理委託（昭和60年度）
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3

4

5

6

7

8

9

日本語ワー ドプロセッサーの導入

個人市民税、保育園の入園措置、給与統計事務等の電算化

公用自動車の管理体制の改善（昭和58年度）

新ビル電話の導入（昭和60年度）

保育園の常直利の廃止

事務決裁権限の見直し（昭和60年度）

競輪場従業員数の適正化

3 人事の改善

（ 1） 職員定数の適正化

・ 職員定数の145人削減

（ 2） 派遣研修等の実施

4 財務の改善

（ 1） 財務会計事務電算化の本格稼動（昭和60年度）

（ 2） 禰助金等の整理合理化

（ 3） 使用料及び手数料の適正化

・ 文化会館、市民福祉会館使用料、下水道使用料の見直し（昭和61年度）

（ 4） 経常経費の削減

（ 昭和63年度以降）

1 組最の改善

・ 工事検査課の設置（平成元年度）

・ 国際交流課の設置（平成 2年度）

・ 総合女性課、クリーンセンター、防災センターの設置（平成 3 年度）

・ 福井駅周辺区画整理事務所、南サービスセンター、福祉公社の設置（平成5年度）

・ 組織機構の総合的見直しの実施（平成 6 年度）

地域の特性を活かした個性的で魅力ある福井市を創造するため、建設を円滑に

進めるための組織づ くりをテーマとし、新たに生じる行政需要及び重点事業を推

進できる組織並びに急激な行政の変化に対応できる組織とするため、次の諸点に

配慮して総合的な機構改革を実施した。

①政策の給合的推進体制の確立（給合政策部、政策審議室の設置）

②市民のニーズ及び高齢化社会に対応するための部の再編成

（ 市民生活部、福祉保健部の設置）
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③まちづくり及び都市基盤整備に係る体制の充実

（ 都市計画部、都市整備部の設置）

④行政課題に対する組織の強化充実（行政管理課等の設置）

⑤課の廃止及び新設並びに市民から見て分かりやすい課名等への名称変更等

（ 男女共生推進課等）

2 事務事業の改善

・ 市民サービスセンターにおける請託明のオンラインサービスの実施（平成 6年度）

3 人事の改善

・ 副収入役の設置（平成 3 年度）

・ 調理貞、応接貞の定年年齢の引き上げ（平成 3 年度）

・ 技能職の一般職への登用（平成 5年度）

・ 女子職員の管理職への積極的登用（平成6 年度）

・ 政策理事、政策主幹の配置（平成 6年度）

⊂）

争

＝＞
帝

漉l （スリム化） 体質改善

ー4 －

体力向上



Ⅰ第＝次福井市行政改革実施報告

【 平成 8 ～10年度】
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行政改革の背景と目的

少子・高齢社会の到来や高度情報化、国際化の進展、また地方分権の時代に、多様

な市民のニーズに対応 し、「活力とやさしさに満ちた生活都市・福井」 を築 くために

は、行財政の効率化を図り、事務事業の見直しについて不断の努力を傾注していく必

要があ ります。

本市においては、昭和60年の国の地方行革大綱に基づき、福井市行政改革大綱を策

定し、行政改革の推進に努めてきましたが、バブル崩壊に伴う経済変動の中で厳しい

財政状況が続いております。このような社会経済情勢の変化に対応した、地方分権の

時代にふさわしい、簡素で効率的な行政システムの確立に向けた自主的な改革が急務

であります。

このため、21世紀を展望した行政改革の第一歩として、第二次行政改革大綱及び実

施計画を策定し、市民の理解と協力のもと引き続き行政改革を進めてまいります。

基本方針

1 行政改革の目標

（ 1） 中・長期的視野を持ちつつ、スクラップ・ アンド・ ビルドによる事務事業の見

直し、経費の削減、財源の確保等、行財政運営の徹底した見直しを推進し、こ

の改革により生み出された資源を「市民サービスの向上」、「質の高い行政の実

現」に向けます。

（ 2）健全な財政基盤の確立はもとより、職員の政策形成への意欲と能力が発揮できる

よう政策形成能力の向上に重点を置いた人材の育成を図 り、地域の政策形成主

体として新しい時代に柔軟かつ機敏に対応できる行財政執行能力を確立します。

（ 3） 行政の責任領域を明確にし、行政が関与する範囲や受益と負担の関係について

市民の理解と協力が得られるよう努め、従来にも増した公正な行政運営を推進

します。

－5 －



2 行政改革を進める視点

（ 1） 市民の視点に立った改革

行政運営への市民参加を積極的に推進するとともに市民にとっての「わかり

■やすさ」や「便利さ」、市民サービスの「迅速さ」などに重点をおいて、「市民

の視点に立った改革」を進めます。

（ 2） 量的改革から質的改革へ

「 量的改革から質的改革」へ視点を重視して、市民ニーズや地域需要に柔軟

かつ機動的に政策対応できる創造的自治体づくりを進めます。

改革の進め方

1 実施期間

平成 8 年度から10年度までの 3 か年とします。

推進体制

行政改革の推進にあたっては、福井市行政改革推進委貞会の意見等を十分に尊

重し、議会と連携しつつ市民の理解と協力のもとに、全庁が一体となって取 り組

みます。

（ 1） 行改改革推進本部

全庁的に改革を推進していくための中心組放として、毎年行政改革実施計画

の進捗状況を調査点検し、改革目標達成に向けて進行管理を行っていきます。

（ 2） 行政改革推進委貞会

行政改革の進捗状況を市民・民間の立場から調査審議し、新たな改革に向

けての提案や実施状況の管理を行っていきます。

大綱及び実施計画の推進状況の公表

第二次行政改革大綱及び実施計画の推進状況については、市政広報に登載し市

民に公表するものとします。
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具体的方策

1 事務事業の見直し

（ り 事務事業の整理合理化

行政の責任領域に留意し、行政関与の必要性、受益と負担の公平性確保、行

政効率、効果等を十分勘案して、不必要なものや不合理なものを見直すことに

より、限られた財源を十分に活用 し、新たな行政課題や市民ニーズに対応する

ため、事務事業の整理合理化を図ります。

①事務事業の改善と統廃合

・ 市民の立場に立った事務の見直しや、内容が類似している事務の統廃合を行

います。

・ 生活者重視、市民サービス向上の視点から窓口業務やその機能の在り方につ

いて見直しを行います。

・ 会館等公共施設については、設置日的に沿った有効活用に資するため、企画 ・

運営に係る体制や情報の交換、他施設との連携などによって管理運営面の充

実に努めます。

・ 各種のイベントについては、目的、その機能と役割、効果等を十分に勘案し

つつ、時代の変化や市民のニーズに対応した企画・運営の在り方について検

討を行い、改善を図ります。

②事務事業の電井化

ん国保賦課事務電算処理の見直し、ビル電話の更新、土木設計積算システムの

拡充、農地基本台帳システムの拡大を図ります。

・ 就園及び就学に関する事務、中小企業者等融資関係事務等について電算化を

実施 します。

③会議運営の簡素効率化

意思決定の迅速化、事務の能率向上を図るため、会議改善マニュアルを作

成し、全庁的に会議の簡素効率化を図ります。

（ 2） 情報公開の推進

行政運営における公正性の確保と透明性の向上を目指すとともに、「行政と

市民との信頼性の確保」、「開かれた市政の実現」を図るため、行政情報の公開

を推進 します。

－7 －



①情報公開制度の実現

情報公開制度の大網を作成するとともに、情報公開推進懇話会（仮称）の

意見等を踏まえ、条例化を図り、平成 9 年度から公開を実施 します。

（ 3） 行政手続の公正さ・ 透明性の確保

行政の公正さ、透明性の確保を図っていくため、行政手続き制度の適正な運

用を推進します。

①行政手続の簡素化

許認可等の申請については、公益上の必要性を勘案しつつ、市民の負担軽

減や行政事務の簡素化の観点から、許認可等に係る申請書の記載事項や添付

書類の削減などの見直しを行い、可能な限り行政手続の簡素化を図ります。

②行政手続の迅速化

許認可等の決裁権限の委譲、O A 化の推進、事務処理システムの見直しを

行い、許認可等の処理日数の短縮化を図ります。

また、直接市役所まで出向かなければならないものや、処理日数に相当期

間を要する許認可等の申請については、身近な出先機関等で処理できるよう

検討し、行政手続の迅速化に努めます。

③行政手続集例制定の検討

条例又は規則に基づく処分や行政指導などの基準を市民に分かりやすくし、

本市の実情に即した行政手続の制度化に向けて検討を進めます。

（ 4） 民間委託の推進

次の業務で、民間の技術や効率性、経済性など、その活力に委ねることが適

当なものについては、公共性及び行政責任の確保、市民サービスの維持向上が

図られるよう留意し、積極的に民間委託の推進に努めます。

ア事務事業のうち民間に代替手段のある業務

イ人件費や物件費の節減など経済性に優れている業務

り経常的に必要とされない専門的、技術的業務

工短期的に多量に処理する必要のある業務

オ高度な知識技術が必要で、人材確保が困難な業務

－8 一



財政運営の見直し

‥） 補助金・負担金の整理合理化

補助金の見直しにあたっては、対象事業の緊急度や必要性、行政効果など、

その内容を十分に分析し、次の補助金等については、原則として廃止、終期の

設定、統合、段階的削減など、整理合理化を図ります。

ア既に目的を達し、又は社会的経済的実情に合わなくなったもの

イ受益者負担、融資など、他の措置によることが可能なもの

り既に補助団体の事務として同化、定着又は定型化しているもの

エ零細補助金

（ 2） 使用料・ 手数料の適正化

行政サービスの性質、受益と負担の公平の観点から、そのすべてについて平

成8 年度当初までに見直しを行い、今後とも3年サイクルで見直しを行います。

（ 3）市有財産の有効活用

将来の行政執行の手段として保有しておく必要がある場合、その他公益上又

は財政運営上からみて必要がある場合を除いては、原則として処分することと

します。

また、零細地、遊休地、貸付地等で処分が可能なものは積極的に処分に努め

ます。

（ 4） 税収確保と経常経費の縮減

市民のより一層の理解と認識を得るための方策や地方分権を見据えた税制の

在り方等を検討します。また、税務事務の総点検を行うための対策本部を設け

て、より効率的で公平な税収の確保に努めます。

（ 5） 建投工事等入札制度の改善及び見直し

現行入札制度の改善や見直し、又は新たな入札制度の導入等について引き続

き検討し、透明で適正かつ公正、より競争性の高い入札制度を構築します。

（ 6） 財務に関する規則等の見直 し

予算執行事務について決裁権限の委譲や合議削減等により庁内意思決定の迅

速かつ的確な事務処理を行うため、次の例規を見直します。
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ア福井市財務会計規則

イ・福井市職務権限規程

り福井市出納事務決裁規程

工福井市収入役の事前協議に関する規程

オ福井市企業局職務権限規程

力福井市企業局会計規程

キ福井市企業局の会計事務に関する要綱

ク福井市下水道事業の財務に関する特例を定める規則

ケ財団法人福井市駐車場公社決裁規程

コ財団法人福井市公共施設等管理公社決裁規程

（ 7） 内部留保資金の拡充と資金管理の効率化

・ 財政調整基金、減債基金の拡充に努めます。

・ 国、県支出金の早期確保に努めるほか、財政調整基金等に係る資金、歳計現金

の効率的運用を図り、受取利息の増加に努めます。

・ 一時借入金については・、支出のより適正化を図ることで財源確保を図り、そ

の抑制に努めます。

組織機構及び職員定数の見直し

‥） 組織機構の見直 し及び簡素合理化

新たな行政課題や市民の多様なニーズに対応するため、常に実情l土応 じた組

織機構の見直しを行うとともに、スクラップ・アンド・ ビル ドの徹底を図り、

組織機構の簡素合理化を進めます。

①時代に即応した組最の見直し

社会経済情勢の変化等を踏まえつつ、行政需要への対応、効率性への対応、

職務・権限の配分の適正化、総合調整機能の充実、出先機関の適正化等の視

点から、絶えず組織機構の見直しを進め、市民にとってわかりやすい組織づ

くりに努めます。

また、地方分権の時代にふさわしい新たな組織機構の在り方についても、

国・県の動向を見極めつつ、積極的に検討を進めます。
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②小規模組織の統廃合

一事務事業の増減に伴い、組織の規模の適正化を図るなど、スクラップ・ア

ンド・ ビルドの視点から組織の統廃合を行います。

③保育園の統廃合と保育施設の有効利用

児童数の将来的推移や、私立を含めた保育施設の配置等地域の実情を踏ま

え、保育園の適正配置について検討を進めるとともに、児童数の著しい減少等

により統廃合の対象となる保育園については、施設の有効活用を検討します。

④学校等の統廃合と学校施設の有効利用

児童・生徒数の将来的推移や、分校、休校等地域の実情を踏まえ、学校区

の見直しによる学校及び幼稚園の統廃合について検討を進めるとともに、児

童・生徒数の減少による学校の余裕教室については、福祉施設や生涯学習施

設としての利用を図るなど、施設の多目的利用を検討します。

（ 2） 公社の管理運営の効率化

市と密接な関係を有する公社については、社会経済情勢の変化等を踏まえつ

つ、その設立の目的、業務の性格、内容、果たしている機能等について検討を

行い、業務執行の効率化等、その運営の改善を図ります。

①公社職員の適正な定員管理の指導

業務の見直しを行うとともに、定貞適正化計画の策定を指導し、公社組織

の肥大化の抑止を図 ります。

②業務執行の効率化

経営の健全化を図るため、コスト意識をもった管理運営を促進し、業務執

行の効率化を図ります。

（ 3） 審議会等の統廃合

審議会等のうち、役割が終わったものや、時代のニーズに合わないものにつ

いては統廃合を検討し、審議会等の持つ役割、機能等を十分に発揮できる体制

づくりを進めて、その道正な運営を図ります。

①実情に合わない審議会等の統廃合

審議会等の総点検を行い、その役割が終了したにもかかわらず設置されて

いるものや、休眠状態にあるもの、競合・重複して設置されているものにつ

いては、その整理、統合を行います。
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②審謙会等の適正化

・ 審議会等については、活用の意義や基本方針を明確にしたうえで設置し、新

たな審議会を設ける場合は終期を設定し、その適正化に努めます。

・ 委貞の選任については、可能な限り重複を避け、女性委貞の積極的登用を図

り、人選についての一般基準を明確にしその公正の確保に努めます。

仲） 定員管理の適正化

定員の管理にあたっては、「最小の経費で最大の効果をあげる」ことを基本

原則として常に適正な定数の算定を行うとともに、行政サービスの内容、範囲

等の見直しや新たな行政需要等への対応の観点から職員の適正配置を行います。

①定員モデル等に即 した定員適正化計画の策定

職貞の年齢構成の平準化や退職職員の将来的推移を見極めながら、自治省

の定貞モデル及び類似団体職月数の状況を活用して定貞適正化計画を策定し、

概ね10か年を目処に計画的に定員の適正化を図ります。

②職員数の適正化

各部局における職員数は、事務事業の質と量に見合った必要最小限の人員

を配置することを基本に、原則として職員の配置換えによって対処するほか、

部局内の応援体制の確立を図ります。

（ 5） 分権時代に向けた自治体づくり

地方分権の受け皿づくりを積極的に進めるため、国と地方の役割の見直しや、

国から地方への権限移譲の在り方、規制緩和の推進に対応した行財政運営の検

討、行政の広域化など、地方分権の実現のための推進方策等について独自に調

査・検討するための庁内組織を設置します。

人事の見直し

（ り 信頼され、親しまれる職員の育成

多様化高度化する行政を市民の理解と協力のもとに遂行するため、職員の意

識改革を図るとともに、市民からより信頼され、かつ、親近感を持たれる職員

の育成を図ります。
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①接遇に関する全庁的な雰同気づくり

庁内会議や庁内放送、課内会議を通じて、マナー向上の雰囲気づくりを進

めるとともに、接遇マニュアルを作成し、全職員が一丸となってマナー向上

に取り組みます。

②接遇研修の強化・充実

一委託研修によるほか、市独自の接遇研修の充実強化を図るとともに、窓口

での応対など接遇に関する職場研修の強化を図ります。

③地域活動への積極的参加

自治会活動、社会教育活動、清掃活動等の地域活動に職員の積極的な参加

を促し、市民の行政ニーズを迅速、的確に把撞し、それに応える施策を的確

に展開できるように努めます。

④服務規律の確保

公務員倫理に関する研修を実施するとともに、出勤時間の厳守、職務専念

義務の徹底など、全体の奉仕者としての自覚と公務意識に徹する姿勢の滴養

に努め、公務能率の向上を図ります。

（ 2） 職員の能力開発の推進

今後地方分権が一層推進される中で、自治体みずからの行政執行能力を高め、

市民の負託に的確に応えていくため、市民ニーズの変化に月P応できる政策形成

能力や創造的能力を有する意欲ある人材を育成します。

（ D 職場研修の推進

職場研修指導者の早期養成を図るとともに、職場研修マニュアルを作成し、

職場研修の推進を図ります。

②研修体系の見直し

政策形成能力開発についての研修を積極的に導入し、また専門的知識を得

るための研修機会の拡大を図るなど、明確な研修目標のもと効果的な研修を

計画的に推進します。
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③自己啓発の推進

職員の自主研究グループ活動の育成や、政策課題への積極的な取 り組みな

ど、自己啓発や自己研錯に対する援助体制を整備し、公務能率の一層の向上

を推進します。

④提案制度の積極的活用

職員の勤労意欲と創造性を高めるため、提案制度を積極的に活用します。

⑤長期派遣研修の実施と横長交流の拡大

専門的知識の習得や情報収集機能を高めるため、中央省庁や民間企業、姉

妹都市など他の地方公共団体への長期的な派遣研修・相互交流を積極的に実

施します。

（ 3） 効率的な行政運営のための人事管理

職貞の士気の高揚を図り、公務能率の向上を期するため、職務能力重視に基

づいた人事管理体制の確立、女子職貞の職域の拡大やその積極的登用を行 うと

ともに、職員の意識改革を推進します。

①職階制の検討

・ 主幹等の中間的職制について、その機能の有効化を図るため、主幹、課長補

佐職の所掌事務及び組織内での位置付けを明確にします。

・ 政策主幹の職制の見直しのほか、専門職制度の導入について検討を進めます去

・ 現業職については、職務の複雑化への対応や、士気の高揚、年功序列の弊害

の除去の観点から、職階制の導入について検討を進めます。

②人事異動の在り方の検討

職員の配置換え基準を確立するとともに、職貞の配置換えや昇任等の異動

方針を明示 します。

③職員の高齢化への対応

職員の高齢化が進行する中で、昇任、役付けの在り方や、進路選択性の導

入についての検討を進めるとともに、高齢職員の人事配置等についても適切

な対応を図ります。

一1 4 －



④管理囁の勧奨退職制度の見直し

人事の活性化を図るため、管理職貞を対象とした現行の勧奨退職制度の見

直しを行うとともに、希望退職制度のより一層の推進を図ります。

⑤施設員の業務の見直し

業務の内容や量、必要性等を総合的に勘案し、その適正化を図 ります。

⑥女子職員の登用

専門的業務や企画立案業務などへの幅広い配置など職域拡大をさらに進め

るとともに、職務能力重視に基づき管理職への積極的な人材登用を図ります。

⑦給与の適正化

国家公務貞及び福井県職員の取り扱いに準拠しながら、類似都市の状況や

市の財政事情等を考慮し、今後とも適正な給与水準を維持するとともに、適

正な給与管理、職貞の勤労意欲につながるような制度運用に努めます。

⑧職員表彰制度の活用

職貞表彰制度については、勤務成績をより重視するなど、積極的な運用を

図ります。

情報活用体制の見直 し

（ 1） 通信基盤整備による地域情報化施策の推進

新世代地域ケーブルテレビ施設整備などの通信基盤を整備し、地域情報化の

施策を推進するとともに、庁内の情報基盤を整備するための庁内L A N の導入

についても検討を進めます。

（ 2） 情報処理システムの積極的導入による事務の効率化

情報処理システムを積極的に導入し、事務の効率化・高度化を図るため、地図

情報システムの開発、建築確認支援システムの導入等について検討を進めます。
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（ 3） 情報横幕の棟極的導入による市民サービスの向上

情報機器を積極的に導入し、市民の立場に立った行政サービスの向上を図る

ため、保健・ 医療・福祉システムの開発を進めるとともに、行政サービスカー

ドの導入や、戸籍システムの開発、情報機器を活用した広報・広聴機器の充実

等について検討を進めます。

（ 4） 集中・分散処理システムの適正化

情報処理システムの連用形態、維持管理等を総合的に勘案し、新しい時代に

対応した行政の情報化を推進するため、行政統計情報、政策支援システム開発

のデータベースの構築等を進めます。

変 苺 静蒋
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第＝次福井市行政改革実施計画及び実施状況

1 事務事業の見直し

川手務事業の整理合理化

－17 －
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1

水質検査業務の統合

市民生活部、下水道部及び水道部で 飲み水 と下水 との同時検査が困難、

行っている水質検査業務について、環 検査機器配置のスペースが少ない等間

境対策課の機器購入計画に合わせて一 題点が多 く、安全性、危機管理を考え、

【検討事項】 元化 し、業務の効率化 を図 ります。 検査業務の統合については無理と判断

【平成10年度】 しました。

なお水質検査業務は、平成12年 11月

より外部検査機関へ委託 しました。

2

各種イベントの企画 ・

運営についての検討

【検討事項】

【平成 8 年度】

福井フェニックスまつりなど、各種 福井フェニックス まつ り、越前時代

イベ ントについて、市民主導型の視点 行列、市民文化祭、市美展福井、都市

から企画 ・運営の在 り方を検討します。 緑化祭、すこやか長寿祭、いきいき健

康フェアに市民が気軽に参加 ・体験 ・

出品できるよう企画実施 しました。

3

市民サービスセンター

圭販店に併設 している東 ・南 ・西市 平成 9 年 4 月から東 ・西 ・南サービ

民サービスセンターの利用時間につい スセンター、同年10月か ら北サービス

て、広域圏の電算業務の延長や職員の センターにおいて、毎週火曜日と金曜

の利用時間の延長 勤務体制、防犯対策等を総合的に検討 日の 2 日間、午後 7 時までの利用時間

【改善事項】 し、平成 9 年 4 月から午後 7 時まで延 を延長 し、住民票、印鑑証明、所得証

【平成 9 年度】 長 を行い、市民サービスの向上を図 り 明、納税証明、資産証明、車庫証明を

ます。 発行 して住民サービスの充実を図 りま

した。

4

印刷業務の見直し

【改善事項】

【平成 8 年度】

印刷室を廃止するとともに、各階フ 平成 8 年 4 月に印刷室を廃止 し、代

ロアに印刷機 を配置し、印刷業務の効 替措置として本館 2 ・3 ・6 階、別館

率化、経費の削減を図ります。 中2 ・4 階に印刷機計 5 台を設置 しま

した。

5

税証明書作成 ・発行

税務事務所で行っている税証明書の 税証明窓口一元化を図るため、税務

作成 ・発行について、オンライン証明 事務所で発行 していた証明書を平成 8

業務の見直 し が可能なものについては市民課で行い、 年 4 月から市民課窓口で、また各連絡

【改善事項】 市民サービスの向上を図ります。 所及び各サービスセンターにおいて、

【平成 8 年度】 オンラインで発行可能な税証明書の交

付業務を開始 しました。

6

会館等公共施設の企

画 ・運営等の検討

【検討事項】

【平成 8 年度】

文化会館や市民福祉会館などの公共 市民福祉会館 ・文化会館等の利用者

施設について、有効活用を図る観点か に対する使用料の減免を見直 しました。

ら企画 ・運営等の在 り方を検討 します。 また文化会館では、文化会館利用者懇

談会を設置 し、市民参加型の企画 ・運

営の検討を重ねた結果、平成11年 7 月

福井芸術 ・文化フォーラムが設立され、

市民自らが企画運営 し、事業展開して

い くことになりました。なお 3 館のネッ

トワーク化については、市全体のO A

化の推進状況やメリットをさらに考慮

し検討 していきます。



（ 2） 情報公開の推進

（ 3） 行政手続の公正さ・透明性の確保

－18 －
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会議改善マニュアル 会議改善マニュアルを作成し、会議 平成8 年 9 月 「会議改善マニュアル」

の作成 運営の改善に取り組み、意思決定の迅 を作成し、各所属に配布するとともに、

【改善事項】 速化や人件費などのコストの削減を図 全職貞に会議改善の徹底を図りました。

【平成8 年度】 ります。

計画項昏キ凄施時期こて■≧㌻

8

情報公開制度の導入

【改善事項】

【平成 9 年度】

情報公開制度の大綱を作成するとと 平成 8 年 7 月に公募委員 3 名を含む

もに、平成 8 年度において、情報公開 15名で 「情報公開制度懇話会」を設置

推進懇話会 （仮称）を設置 し、市民の しました。

意見等を踏まえながら条例案を作成し、 また、同年12月に 「福井市情報公開

平成 8 年12月議会において条例制定を 条例」を制定し、平成 9 年 4 月 1 日施

目指します。 行するとともに、情報公開室を設置 し

平成 9 年度に、情報公開窓口を開設

し、情報公開を実施 します。

ました。
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許認可等 の見 直 し

【検討事項 】

【平成 8 年 度

－ 9 年度】

地方分権 の観点か ら、平成 8 年度 よ 平成 8 年 7 月末で条例 ・許認可等 に

り県か ら市町村への事務移譲が推進 さ つい て の条文調 査 を完 了 し、 9 月 に

れる中で、移譲事 務 との整合性 を図 り 「福 井市行 政手続 条例 」 を制定 しま し

なが ら、許認可等 の全体 的な見直 しを た。

行い、許認可等の廃止又 は届出への変 また、許認可 にあた っての標準処 理

更等 について検討 します。‘ 期 間及 び審査期 間の基準 の設 定要領 を

また、行政手続条例制定に向けて、 定 め、 また不利益処分 にあたっての処

許認可等 に関す る申請書の記載事項 や 分基準の設定等要領 を策定 し、各所属

添付書類 の簡素 ・統一化 を進 め、市民

負担 の軽減及 び行政手続の簡素化 を図

ります。

に配布 しま した。

10

事務処理 シス テムの

見直 し

【改 善事項 】

【平成 8 年度】

事務処理 の合理化及び行政手続の迅 事務処理 の迅速化 ・効率化 を図 るた

速化 を図るため、合議等 の範 囲や許認 め、平成 8 年 3 月に決裁 区分の見直 し

可等 に関す る事務決裁 区分 の見直 しを を行い、職務権限規 程、財務会計規則、

行い、簡素で効率的な事務処理 システ 出納事務決裁規程、収入役の事前 協議

ムの整備 を図 ります。 に関す る規程 、企業局会計規程の一部

また、O A 化の推進 を図 り、 許認可

等 の更新や公共施設の利用 申込みな ど

の 申請 ・届出について、各出先機 関で

行 えるよう検討 します 。

を改正 しま した。

11

行政手続条例制定の

行政処分、行 政指導 な どの基準 を市 平成 8 年 7 月末で条例 ・許認可等 に

民 にわか りやす くし、行政の公正 さ ・ ついての条文調査 を完了 し、9 月 に 「福

検討 透明性の確 保 を図るた め、平 成 9 年 10 井市行政手続条例」 を制定 しました。

【検討事項】 月 を目標 に、本市 の実情 に則 した行政 また、同条例の施 行 に伴 い、関係粂

【平成 8 年度 手続 条例 を制定で きるよう検討 します。 例 との整合性 を図るため、行 政手続粂

－ 9 年度】 例 の施行 に伴 う関係条例 の整備 を行 い

ま した。



（ 4） 民間委託の推進

－1 9 －
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市政記録用 ビデオ撮

市政記録用ビデオ撮影業務について、 記録保存用 ビデオは、福井市の将来

ビデオ制作専門会社に委託 し、事務効 における重要書類 として保存するもの

影業務の委託 率の向上を図ります。 であ り、撮影業務は技術的な面におい

【改善事項】 て専門性が高いため、記録保存用ビデ

【平成 9 年度】 オの撮影業務を専門業者に委託 しまし

た。

13

記者クラブ担当の業 記者クラブ担当業務をパー ト化 し、 平成 8 年 4 月か ら職員に代え、臨時

務のパー ト化

【改善事項】

【平成 8 年度】

経費の削減を図 ります。 職貞 1 名を配置 しました。

14

電話交換業務パート

電話交換業務のパー ト化を推進 し、 平成 7 年度末で職貞 1 名の退職に対

経費の削減を図 ります。 応 し、日々雇用職貞 1 名を採用 しまし

化の推進 た。

【改善事項】 なお、平成10年度よりパー ト化 を完

【平成 8 年度】 全英施 し、平成12年度では、日々雇用

職貞 3 名を採用 しています。

15

国民宿舎フロント業 国民宿舎 「鷹巣荘」のフロント業務 フロン ト業務及び夜間警備業務 を平

務等委託の検討 等について、建替え事業 と合わせて検 成 9 年 4 月より民間委託 しました。

【検討事項】 討 し、経費の削減とサービス向上を図

【平成 8 年度】 ります。

16

市民ホール案内業務

市民ホール案内業務を民間委託 し、 平成 8 年 4 月から民間委託 し、 2 名

事務の効率化 と市民サービスの向上 を 体制としました。

の委託 図 ります。 また、案内場所を正面入口付近に移

【改善事項】 また、市民ホール案内場所を正面入 ・設 しました。

【平成 8 年度】 口付近に移設し、 2 人体制で案内業務

を行います。

17

清掃業務委託の推進

【改善事項】

【平成 8 年度

～10年度】

清掃業務について、行政責任 を損な 平成10年10月からペ ットボ トル収集

わない範囲において、民間委託を推進 を民間委託しました。

します。 また、平成11年度か ら燃やせるゴミ

の収集体制を再編成 し委託拡大 した結

果、委託率は概ね65％を達成しました。

18

学校給食業務バー ト

化の推進

【改善事項】

【平成 8 年度

－10年度】

学枚給食業務について、行政兼任を 調理貞の退職状況を勘案 しながらパー

損なわない範囲において、パー ト化を ト化 を推進しました。

推進します。 また、今後 とも食中毒の防止や多様

化する献立などに的確に対応すること

を基本 とし、学校給食の行政責任を損

なわない範囲で、パー ト化率40％を目

処に推進 します。

平成12年度パー ト化率 22．25％



2 財政運営の見直 し

（ 1） 補助金 t負担金の整理合理化

（ 2） 使用料・手数料の適正化

（ 3） 市有財産の有効活用
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補助金等の見直 し

【改善事項】

【平成 8 年度

～10年度】

平成 8 年皮内に、すべての神助金等 平成10年度当初予算で、一般行政管

について内容等を精査するとともに、 理経費を10％削減する枠配分方式を導

社会経済情勢等を十分に考慮 し、予算 入 し、補助金について もー律10％削減

編成を通 じて整理合理化を図 ります。 しました。

また、平成11年度に補助金の 「見直

し指針」を策定し、既設禰助金の評価 ・

点検を行い、57件を廃止 しました。

韓 小ニメヾ・・二ご
ノ●：・ヽソ●－
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使 用料等 の見直 し

【改善事項】

【平成 8 年度】

平 成 8 年度 当初予算の編成において、 平成 8 年度当初予算編成時において、

市 民生活へ の影響 を十分に考慮 しつつ、 使用料 ・手数料の適正化 を図 りました。

使用料等の適正化 を図 ります。 なお、法律等 で徴収基準 を定めてい

また、使 用料 につい て、 3 年サ イク るものは、その都度基準 に合 わせ 、 ま

ルで見直 しを行 い、その適正化 を図 り たその他 の使用料 は、 3 年毎に見直 し

ます。 を図るこ ととしま した。

： 、 ．・ ： ヾ ・： ・ ：・
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普通財 産の管理処分

【改善事項 】

【平成 8 年度

－10年度】

低 ・未利用 地、過小地、貸付地等 で、 土地 60件、建物 3 件 、計 63物件 中47

処分可能 な ものについて、公有財 産評 の物件 について、隣接者交渉や測量 ・

価運用審議会に諮 り、処分手続 を進 め 境界杭等 の措 置 をし、うち土地 10件、

ます。 建物 2 件 、計 12物件 について処分 しま

した。

また、今後 は民 間人 を含めて設 置 し

た 「福井市市有財産評価連用委貞 会」

に誇 りなが ら、適正 な管理 処分 に努 め

てい きます。

平成 12年度 は、上森田 1 丁 目地係他

4 件処分 しま した。



（ 4） 税収確保と経常経費の縮減

（ 5） 建設工事等入札制度の改善及び見直し

（ 6） 財務に関する規則等の見直 し
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税務事務の総点検及

び市税の在 り方等の

検討

【検討事項】

【平成 8 年度

～10年度】

分か りやす く開かれた税制の確立を ・平成 8 年 7 月に税の対策本部を設置

図るため、平成 8 年度に税の対策本部 し、税関係課で応援体制をとり、税

・を設置 し、税務事務の総点検 を行 うと 務事務の合理化 ・効率化を図りまし

ともに、市民の意見を踏まえながら市 た。

税の在 り方等の検討を進めます。 ・徴収にかかる経費の削減、合理化を

また、本部の検討結果に基づく改革 図るため納税奨励制度を改正 し、郵

方策について、順次、実施を図ります。 便局自動振込みの実施、口座振替の

加入促進及び口座振替清適知を年 1

回にし効率化を図りました。

・平成10年度か ら前納報奨制度の改正
を行いました。

・平成11年度には、福井市税務運営基
本方針を策定 しました。

23

一般行 政管理 経 費

一般行政管理費のうち物件費等につ ・平成 5 年度から8 年度まで 4 年連続

いて、マイナスシーリングを実施 しま で物件費を10％、食糧費については

す。 30％のマイナスシーリングを実施 し

（物件費等）の削減 ました。

【改善事項】 ・9 年度は当初予算で対前年比 5 ％、

【平成 8 年度 10年度は当初予算で対前年比10％の

～10年度】 物件費を削減しました。

・引き続 きマイナスシーリングを実施
し、節減に努めていきます。

■：：・：ヒ・・：一二
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入 札 制 度 の 見 直 し

【検 討 事 項 】

【平 成 8 年 度

～ 1 0年 皮 】

公 共 工 事 の 入 札 ・契約 手続 につ いて、 透 明性 ・競 争 性 等 を高 め るた め 、 1 8

透 明性 や客 観 性 、競 争性 を さ らに高 め 項 目につ い て 見直 しを行 い 、 「工 事 完

るた め 、入 札 制 度 改 善検 討 委 貞 会 にお 成保 証 人 制度 」 を平 成 8 年 1 2月 で廃 止

い て検 討 を行 い 、制 度 の改 善 を図 りま し、平 成 9 年 1 月 か ら公 共 工事 請 負 契

す 。 約 約 款 を改 正 し－、 新 し く 「履行 保 証 人

制度 」 を導 入 しま した 。

な お 、本 項 目につ い て は、 更 に透 明

性 ・客 観 性 ・競 争 性 を高 め た 入札 制 度

を確 立 す る こ と と しま した 。

蕪 蕪 ：・ニ・：▲、・・リ▲　　　　　　　　　　　 ：十′・一・－
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財務システムの見直

し

【改善事項】

【平成 8 年度】

財務事務について、職務権限の委譲 財務会計規則、職務権限規程及び出

や合議簡素化等 を含め合理的な見直し 納事務決裁規程について見直しを行い、

を行い、時代の変化に即応できる簡素 専決金額範囲の緩和、合議の簡素化に

で効率的な財務システムを確立します。 より、施策に対する意思決定の迅速化

と事務能率向上を図 りました。



（ 7） 内部留保資金の拡充と資金管理の効率化

3 組織機構及び職員定数の見直 し

（ り 組織機構の見直し及び簡素合理化
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時代に即応 した組織

の見直 し

【検討事項】

【平成 8 年度

～10年度】

社会経済情勢の変化や地方分権の推 平成 9 年 4 月情報公開室等 3 室、 1

進状況等 を踏まえつつ、常に実情に応 館を設置 し、保健センターの 2 課を統

じた組織の見直 しを行 うとともに、市 合 しました。

民の立場に立って、分かりやすい組織 また、平成10年度全庁業藤革新事業

づ くりを進めます。 に基づき機構改革を行い、 6 部を削減

また、地方分権の推進に伴う権限移 し4 室を増設、18課削減 し、 5 つの課

譲や事務移譲に対応できるよう、事務

執行体制の整備を進めます。

内室等 を設置 しました。

28

小規模組織の見直 し

事務事業の増減及び執行状況の分析 「全庁業務革新事業」 の中で実施 し

を通 じて、小規模な部 ・課等の見直 し ました。

【検討事項】 を行い、統廃合や部から室 ・課等への

【平成 8 年度 位置づけを図るとともに、規模の縮小

～10年度】 又は兼務化についても検討を進め、そ

の適正化を図 ります。

29

保育園統廃合の検討

地域ごとの児童数の動向や保育園の 平成10年 3 月に策定された、福井市

配置を総合的に勘案 し、エンゼルプラ エンゼルプラン及び児童福祉法の改正

【検討事項】 ンの作成と合わせて、保育園の統廃合 に伴 う広域入所等の需要動向を勘案 し

・【平成 8 年度 計画 を作成するとともに、統廃合対 ・なが ら、平成 10年度 に公立保育所統

～9 年度】 象施設の有効活用について も検討 し 廃合にかかる基本計画 を策定 しまし

ます。 た。

30

学校等統廃合の検討

【検討事項】

【平成 8 年度

～10年度】

児童 ・生徒数の動向等を踏まえなが 平成10年 4 月麻生津小学校三花分校

ら、学校や幼稚園の統廃合の検討を行 を休校 し、本校通学としました。

うとともに、余裕教室の有効活用につ また、平成11年 4 月には河合小学校

いて検討 します。特に、児童数が減少 中角分枚を休校 とし、本枚通学 としま

し、施設の老朽化が進 んでいる下郷

小学校 （幼稚園 ） 及 び上 郷小 学校

（幼稚園） については、統廃合 を推

進 します。

また、河合小学枚中角分校について

は、通学距離や施設の老朽化等を勘案

し、廃校を推進 します。

した。



（ 2） 公社の管理運営の効率化

（ 3） 審議会等の統廃合
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定貞管理 の指導 と中

高年齢者層 か らの雇

用 の促進

【改善事項】

【平成 8 年度

～10年度】

公社 に対 し、適正 な定員管理の指導 ・平成 8 年度の公共施設等管理公社 の

を行 うとともに、公社 職員 の採用 にあ 退職者 5 名分 は補 充せ ず、職貞 の応

た っては、本市 に準 じた制度 を行 うよ 援体制 の強化 などで対 応 しま した。

う指導 します。 ・駐車場公社 退職者 2 名に対 し、臨時

また、公共施 設等管理公社について、 職貞 を雇用 し対応 しま した。

今 後の職貞採用 においては、中高年齢 ・本町通 り地下駐車場管 理貞 に高齢者

者層 か らの雇用 を促 進 します。 12名 を採用 しま した。

32

業務の見直 しと管理

公社 の業務 について見直 しを行 い、 福 祉公社 の在 宅福祉保健事業 の勤務

サービス業務の 目的に則 した管理運営 体制 を見直 し、ホームヘ ルパ ーの三交

運営の効率化 の効率化 を図 ります。 替変則勤務体 制 を実施 しま した。

【改善事 項】 また、公社業務 で可能 なものについ また、すかっ とラ ン ド九頭竜 につい

【平成 8 年度 ては積極 的にパ ー ト化 を推 進 し、業務 ては、職貞 の定年退職 に伴 う補充 は、

～ 10年度】 執行 の効率化や経費の削減を図 ります。 パー ト従業員 を雇用 し経費の削減 に努

め ました。

33

公社財務 システムの

R開発

【改善事項】

【平成 8 年度】

公益法人の財務会計 システムを開発 駐車場 ・公共施設等 管理公社 の給与

し、公社 の財務事務の効率化 を図 りま 関係 について は、平成 9 年 4 月 よ り電

■す‾。 算処理 を開始 しま した。

また、支出負担行為 、支 出命令等 の

処理 に関 しては、事務効率化 のための

「公社見直 し」の 中で現在 検討 してい

ます。

■：：・ト■・：・
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34

審議会等の統廃合

【改善事項 】

【平 成 8 年度

～ 10年度 】

審議会等の内容や活動について、順 「福 井市審議会等 の 見直 しに関す る

次見直 しを行 い、実質的に活動 してい 要領」 を策定 し、審議会の設置基準 を

ない ものにつ いては、廃止 します。 定め、14の審議会の統廃 合 を行 い まし

また、設置 目的が競合 している審議

会等 については、統合 を図 ります。

た。

35

人選 についての一般

審議会等委貞の推薦 を関係 団体に依 「福井 市審議会等 の見 直 しに 関す る

頼する場合 には、団体の長 に限 らず広 要領」で委員数、兼 職数について一般

基準 の設定 い視野 か らの適任者 の推薦 について協 基準 を設定 しま した。

【改 善事項】 力要請 するほか、委員 の兼任の制限な

【平成 8 年度】 ど、人選 に関する一般基準 を設定 しま

す。

36

公募制導入の検 討

【検討事項】

【平成 8 年度】

広 く市民の意見を聴 くことを目的に 平成 8 年 6 月に、試行 として暫定的

設置す る審議会等 について、各審諌会 に 2 年間実施 する 「審議会等の公募基

等 に公募基準 を設 け、公募 に よる委貞 準」 を制定 し、これ によ り 「福 井市女

選任 を行 うこ とを検討 します。 性問題懇話会 委貞」 4 名 、 「情報 公 開

制度懇話会委員」 3 名 、 「行 政改 革推

進委貞会委員」 1 名 を公募 しま した。



（ 4） 定員管理の適正化

（ 5） 分権時代に向けた自治体づくり

ー2 4 －

韓韓 て・．ゝ・ごヽ

37

女性委貞の積極的登 女性が審議会等の委員として積極的 登用率30％を目標 に、審議会での改

用 に参画できる環境づ くりを行 う。 選時期に、積極的に女性委貞の登用 を

【改善事項】 また法律の定めを除き、当面30％達 図 りました。

【平成 8 年度 成 を目標に女性委員の登用を推進 しま 平成12年 6 月末現在、29．5％

～10年度】 す。

－ ・二：ニ：ニ∴● ・・・＝‘：・－
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38

定貞適正化計画の推

進

【改善事項】

【平成 8 年度

～10年度】

自治省の走貞モデル等を活用 し、平 全庁業務革新事業を行う中での業務

成 8 年度から平成17年度までの10か年 量調査や類似都市 との職員数の比較等

で、定貞の 5 ％削減を目標 とする定点 により、平成10年度に作成 した平成17

適正化計画を平成 7 年度中に策定 し、 年度を目標 とする職員削減化計画を踏

その計画的な堆進を図 ります。 まえ、定員適正化計画を進めていきま

す。

また、次年度の定貞配置に対 しても、

地方分権への対応など新規需要を見越

しなが ら最少限の走月数に抑制する措

置をとっています。

39

職員数の適正化

職員配置計画に基づ きヒアリングを 「全庁業務革新事業」 を行 う中で、

行い、事務量や職貞規模の把握に努め 平成 9 年鹿追職者61名に対 し34名の採

るとともに、少数精鋭の観点から職員

の能力開発や事務の効率化、人貞の適

用とし、職員数の抑制に努めました。

【改善事項】 正配置を推進し、職貞数の適正化を図

【平成 8 年度 ります。

～10年度】 また、コンピュータ処理により事務

量 と職員数の解析 ・分析が行えるよう、

人事システムの拡充についても検討を

進めます。

40

部局内 ・課内の応援 重要施策の推進や年度途中の事務量 平成 9 年 3 月に、平成 8 年度におけ

協力体制の推進 の増加に適切かつ弾力的に対応するた る部局内外及び課内の応援協力体制の

【改善事項】 め、部局内の連携の強化や部局内 ・課 実態調査を実施 した結果、相当の所属

【平成 8 年度 内における応援協力体制を推進します。 で応援体制が取 られており、今後 も全

～10年度】 庁的に推進 していきます。

苧
蕪 韓 ご∴ヾ∴・ ：：・、・、：八・

41

地方分権研究会 （仮 地方分権 を推進するため、庁内に地 平成 8 年 5 月に職貞10名による地方

称）の設置 方分権研究会 （仮称）を設置 し、新た 分権研究会を設置 し、地方分権推進委

【改善事項】 な行政システムの確立に向けて講ずる 貞会勧告について調査研究し、報告書

【平成 8 年度 ベ き市の行財政措置に関する調査 ・研 を作成、公表 しました。

－ 9 年度】 究を進めます。



4 人事の見直 し

（ り 信頼され、親 しまれる職員の育成

（ 2） 職員の能力開発の促進
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42

接遇マニュアルの作

成

【改善事項】

【平成 8 年度】

窓口接遇等の基本を再認識できる手 平成 8 年 6 月に職貞18名による接遇

法を全庁的な取 り組みの中で検討 し、 マニュアル作成チームを設置 し、平成

「接遇マニュアル」 を作成のうえ、全 9 年 3 月に接遇マニュアル 「マナーの

職員に配布 し、課内会議などに積極的

に活用 します。

達人」を作成 しました。

43

接遇研修の充実

【改善事項】

【平成 8 年度】

委託研修体系の変更に伴｝－、市の接 接遇研修を新採用研修では、従前の

遇研修の対象者や日数を変更するなど、 1 回か ら前 ・後期 2 回に、採用 5 年 目

その充実を図ります。 の職貞を対象とする窓口接遇研修を充

また、管理監督者研修や課長級研修 実 して実施 しました。

においても、接遇の在 り方、重要性等 また、管理監督者研修でも接遇研修

についてカリキュラムとして組み入れ

る中で、管理 ・監督者層にも周知徹底

を図ります。

を充実 して実施 しました。

44

地域活動への参加促 自治会活動、社会教育活動、環境美 平成 9 年 4 月から職員のボランテイ

進 化活動等への職員の積極的な参加を促 ア活動を支援する制度 として 「ボラン

【改善事項】 すとともに、地域活動への参加状況に ティア休暇制度」を新設 しました。

【平成 8 年度 ついて、職貞に対 し定期的な報告を求

～10年度】 めます。

45

服務の手引の作成

全体の奉仕者 としての自覚 と公務意 「服務の手引」 を作成 し、職貞への

識に徹する姿勢の滋養に努めるため、 徹底 を図りました。

【改善事項】 職貞の服務のよりどころとなる 「服務

【平成 9 年度】 の手引」を作成のうえ、各部署に配布

し、積極的に活用 します。

46

職場研修マニュアル

職場研修の在 り方 （目標に与る管理 「職場研修のすすめ」 を作成 し、各

や事務の品質管理の進め方等を含む） 職場におけろ職貞の意識改革を図りま

や、職場研修指導者の養成等を内容と

する 「職場研修マニュアル」を作成の

した。

の作成 うえ、各部署に配布 し、各職場におけ

【改善事項】 る研修活動に積極的に活用 します。

【平成 9 年度】 また、管理監督者の管理活動の中に

職場研修を位置づけるとともに、研修

を通 じて職貞の行財政執行能力の向上

を図ります。
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政策形成能力の開発

高度な専門的知識や豊かな創造性を 政策形成基本研修を新設し、主査昇

備えた職貞の育成を図るため、主査に 任職貞を対象に2 日間実施 しました。

に係る研修の導入 昇任 した職貞を対象に政策形成能力の また、自治研修所での主査を対象 と

【改善事項】 開発を図るための研修 を導入 します。 した政策課題研究講座に参加 し、高度

【平成 8 年度】 な専門的知識や豊かな想像性を備えた

職貞の育成に努めました。

48

自主研究グループ活 職貞の自己啓発 を促進するため、自 平成 8 年 6 月に 「福井市職貞自主研

動に対する助成 主研究グループ助成制度を創設 し、自 究グループ助成要綱」を制定 し、 7 グ

【改善事項】 主研究グループの活動に対 して助成を ループに射 し、各 3 万円助成しました。

【平成 8 年度】 行います。

49

職場改善サークル活 職場改善活動を全庁的に展開するた C ト T Q M 活動の推進 を図る中で、

動に対する助成 め、職場改善サークル活動助成制度を 76サークルのリーダーを対象に研修会

【改善事項】 創設 し、職場ごとの事務改善への取 り を5 回開催 し、活動成果 を発表 しまし

【平成 9 年度】 組み活動に対 して助成 を行います。 た。

50

通信教育受講に対す

公務上必要な知識等 を習得するため 平成 8 年 9 月に 「福井市職貞通信教

の機会を確保するため、通信教育に対 育講座受講補助要綱」を制定 し、平成

る助成 する支援制度を創設 し、職貞が各種通 9 年 4 月か ら補助制度を導入しました。

【改善事項】 信教育を受講する場合に助成を行いま 6 月募集、86名応募、26講座

【平成 9 年度】 す。 46名決定 し、8 月から講座を

開講 しました。

51

提案制度の積極的活 職貞の創意工夫への取 り組みを奨励 平成 8 年12月を提案募集の強化月間

用 し、事務執行の効率性 を高めるため、 として、職貞の趣案を募集しました。＿

【改善事項】 提案制度を充実 し、積極的な活用を図 また、経費削減につながるものなど

【平成 8 年度】 ります。 積極的に施策に取 り入れました。

52

民間企業派遣研修の

実施

【改善事項】

【平成 8 年度

～10年度】

民間企業での幅広い業務体験等を通 平成 8 年 4 月から、三菱総合研究所

じ、職貞の意識改革や能力の向上 を図 へ職貞 1 名を 1 年間派遣 し、地方分権

るため、民間企業への派遣研修 を実施 に関する調査研究を行いました。

します。 また、平成 9 年 4 月から、国際連合

地域開発センターへ職貞 1 名を 2 年間

漁連 しました。

53

大学院派遣研修の実 大学での専門的な知識の習得や実践 平成 8 年度か ら、福井県立大学大学

施 的研究を通 じ、職月の政策形成能力の 院経済経営学研究科へ 2 年間、職貞 1

【改善事項】 向上を図るため、大学院への派遣研修 名を派遣 しました。

【平成 8 年度

～10年度】

を実施 します。

54

姉妹 ・友好都市派遣 先進的行政手法を実地で学ぶととも 平成 9 年 4 月から、中国杭州市へ女

研修の実施 に、異なる視点で行政を捉え、幅広い 子職員 1 名を 1 年間派遣 しました。

【改善事項】 視野を養うため、国内外の姉妹 ・友好

【平成 9 年度】 都市への派遣研修を実施 します。



（ 3） 効率的な行政運営のための人事管理
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55

職階別の全般的見直

主幹、課長補佐級などの中間的職制 部政策主幹を廃止 し、全庁的調整ス

の弾力的な見直 しを含め、職階制全般 タッフとしての調整参事の新設及び副

について、総合的に検討を行い、平成 課長 ・主任を新設 しました。

し 10年度を目標に新 しい職階制を導入 し また、参事 ・副参事 ・主任保母 ・主

【検討事項】 ます。 任教諭等の補職名の変更、主幹及び副

【平成 8 年度】 また、この見直 しに合わせて、専門 主幹のスタッフ制を廃止 し、課長補佐

職制度の導入や現業職の職階制の導入

についても検討を進めます。

を廃止 しました。

56

配置換えの方針及び

昇任等基準の明確化

【改善事項】

【平成 8 年度】

職場の活性化、職員の勤労意欲の高 平成 8 年度の人事異動から職員の配

揚を図るため、平成 8 年度の人事異動 置換えの方針を明確に し、事務職4 年、

から職員の配置換えの方針や昇任等基 技術職 5 年以上在職する職員を対象と

準を明確化 し、職員に周知 します。 しました。また平成 9 年度では、昇任

基準を明確にしました。

57

職員の高齢化への対

応策の検討

【検討事項】

【平成 8 年度

～ 9 年度】

高齢職員の士気高揚及び能力開発の 高齢職貞の士気高揚及び能力開発の

推進を図るため、昇任制度の見直 しや 推進を図るため、進路選択制の導入、

進路選択制の導入、ジョブ ・ローテー ジ ョブ ・ローテーションの在 り方など、

ションの在 り方、研修 ・自己啓発の促 長期的視点に立って総合的に検討する

進など、職貞の高齢化への対応策につ とともに、希望退職制皮の更なる推進

いて、長期的視点に立って、総合的に を図 りました。

検討 します。 また、国の再任用制度の検討に合わ

また、国における再任用 を含めた諸 せて、これに準 じた制度についても検

制度の検討に合わせて、再任用先を可

能な限 り開拓することにより、定年前

の新たな退職制度を確立することにつ

いても検討を進めます。

討 していきます。

58

管理職の退職勧奨制

度の見直し

【改善事項】

【平成 8 年度】

事務執行の円滑化を図 り、人事管理 平成 8 年度か ら、前期勧奨退職制度

の適正化を期するため、管理職の前期 を廃止 し、管理職の希望退職制度 を推

退職勧奨制度を見直すとともに、新た 進 し、定年前退職者に対する積極的な

な希望退職制度のより一層の推進を図

ります。

再就職の斡旋を行いました。

59

施設貞の業務の見直

し

【検討事項】

【平成 8 年度】

社会情勢の変化に伴い、学校等の管 ■ 施設貞の職務内容及び配置の在 り方

理面や児童 ・生徒の生活スタイルが大 について検討 した結果、平成10年皮よ

きく様変わ りしているため、施設貞の り施設貞を全校 1 人配置とし、学校施

業務の内容、必要性等も含めて、見直 設以外の施設貞については、春山小学

しを検討 します。 校に詰所を設置 し、班編成による共同

作業 を主業務として学校環境整備業務

の充実を図 りました。

60

女子職貞の職域拡大

と登用

【改善事項】

【平成 8 年度

～10年度】

女子職貞の能力が最大限に生かせる 全庁業務革新事業による職階別の見

よう、引き続 き専門的業務や企画立案 直しで課長級へ新たに 2 名、主任に 7

業務への幅広い配置を行い、職域の拡

大を進めます。また、職務能力を重視

し、女子職貞の管理監督者への登用を

積極的に行 うとともに、職場研修等を

通 じて自己啓発や意識改革を促進 しま

す。

名登用 しました。



5 情報活用体制の見直 し

（ 1） 通信基盤整備による地域情報化施策の推進
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61

給与水準め適正化 国、県、他の地方公共団体の状況を 国 ・県の指導を得ながら、平成10年

【改善事項】 的確 に把握するとともに、これらに準 度において給与水準の適正化を図りま

【平成 8 年度 拠 しながら、引 き続 き職貞の給与水準 した。

－10年度】 の適正化 を図ります。

62

時間外勤務手当の縮 事務事業の見直 しや事務の合理化、 業務の応援体制の徹底など合理化を

減 応援協力体制の確立を図るとともに、 図り、時間外勤務を縮減 しました。

【改善事項】 ノー残業デーの拡大及びその徹底を図

【平成 8 年度 りながら、時間外勤務手当の縮減に努

～10年度】 めます。

63

管理職手当の見直し

【改善事項】

【平成 9 年度】．・

管理職手当について、役職や職務の エ事検査部長、監査事務局長、農業

困難性及び責任の度合いを基準に総合 委貞会事務局長、土地開発公社、駐車

的な調査 ・研究を行い、その適正化を 場 ・公共施設等管理公社、福祉公社常

図ります。 務理事の管理職手当を削減 しました。

64

給与の口座振込制度 職月の給与について、平成 8 年 3 月 平成 8 年 3 月から職月の給与につい

の導入 から口座振込制度を導入 し、事務の省 て口座振込制度を導入しま した。

【改善事項】

【平成 7 年度】

力化や利便性の向上を図 ります。

65

職月表彰制度の活用 職貞の勤労意欲の高揚を図るため、 平成 8 年12月に表彰運用基準 を明確

【改善事項】 表彰に催する行為等について、幅広 く にし、職員に周知徹底を図りました。

【平成 8 年度 発掘 し、顕彰するなど、職月表彰制度 平成 9 年 4 月に個人 4 人、グループ

～10年度】 の積極的な活用を図 ります。 1 団体を表彰 しました。

：：：■：く：・■：：

66

新世代地域ケーブル 新世代地域ケーブルテレビ施設整備 情報幹線整備事業は、平成 8 年度で

テレビ施設整備の推 を推進するとともに、民間事業者の同 完了 しました。

進 軸網整備に対 して支援を行い、CA T V ケーブルテレビの面整備率

【改善事項】 の全市域普及を目指 します。 81．8％、加入率30％。

【平成 7 年度 また、テレビジョン以外の通信等の また、平成8年12月からフクイシティー

－9 年度】 多角的利用について も検討 します。 チャンネルを運用 しました。

67

ビル電話の更新

現在設置されているビル電話を、新 本庁及び企業局庁舎の電話交換シス

型P B X （構内交換設備）に入れ替 え、 テムの入替で、ファクシミリやインター

【改善事項】 データ系の充実を図 ります。 ネットの導入に対応できる環境を整備

【平成 7 年度 また、P BX の次期更新を目標に、 しました。

～ 9 年度】 庁内の情報基盤を整備するため、庁内 また、使用回数の減少で、毎月の基

L A N 導入の検討を進めます。 本料金が削減できました。



（ 2） 情報処理システムの積極的導入による事務の効率化
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68

ワー ドプロセッサー

ワー ドプロセッサーについて、リー ワープロのリース終了時に合わせて、

ス期間が終了次第、順次パソコンに変 平成 9 年度までに16台のワープロをパ

のパソコン化 更 ・更新するとともに、庁内でのメー ソコンに入れ替えました。

【改善事項】 ル等の機能の活用を図るなど、事務の 平成13年度　 16台

【平成 8 年度 効率化を図 ります。 平成14年度　　 7 台

～10年度】 平成15年度　 24台

以上で全て更新完了 します。

69

地図情報システム開

発の検討

【改善事項】

【平成10年度】

住民記録 と並ぶ行政情報として重要 課税客体の迅速かつ正確な把握のた

な地図情報について、平成12年までに めのデータ作成や固定資産地図情報シ

整備される固定資産の地図データをも ステム開発 を行った結果、平成10年 3

とに、道路管理、下水道、ガス、水道 月までに市街化区域及び市北部区域の

などへ総合的に利用できる情報システ データ化 を完了したため、一部システ

ム開発の検討を進めます。 ムを稼動 しました。

また、市における地理情報システム

導入の効果的手法について検討を重ね、

平成11年 4 月 「地理情報 システムの導

入に関する調査報告書」 をまとめまし

た。

70

建築確認申請支援シ

ステムの導入

【改善事項】

【平成 8 年度】

建築確認申請支援システムを導入し、 平成 8 年 4 月システム機器導入後、

審査の的確化や迅速化、建築情報のス 講習会受講や操作マニュアルの作成を

トック化を図るとともに、＿行政手続 き 行い、フロッピーディスクでの確認申

の迅速化を図 ります。 請を開始 しました。

また、フロッピーディスクでの申請

率向上のためのP R や講習会 を実施 し

ました。

平成12年 1 月末現在 54．70％の申請

率であ りました。

71

国保診療報酬管理シ 国保診療報酬 （特に高額療養費）の 国保連合会からの レセプ トデータ移

ステムの開発 データを国保連合会から移入 し、その 入のシステムを開発 し、平成 9 年 8 月

【改善事項】 データを利用 しながら高額療養費の事 から本格稼動 しました。

【平成 9 年度】 務の軽減化を図 ります。

72

土木設計積算システ

ムの拡充

【改善事項】

【平成 8 年度】

土木設計積算システムの利用部署を 平成 8 年 10月までに企業局まで土木

下水道部、企業局に拡大するとともに、 設計積算システムを拡張 し、市発注の

業者のランク、経営評点、現場代理人 一般土木工事全てに対応できるように

等の情報を的確 に把握するほか、工事 なった結果、単価 ・歩掛けデータはエ

台帳等の標準化、システムの拡充を図 事検査課での集中管理 となり、データ

ります。 メンテナンス作業の削減及び積算内容

の均一化や様式の統一が実現 しました。

73

農地基本台帳システ

データの収集方式を改め、基本デー 平成11年 6 月より、端末機による照

タを固定資産税の農地を基本に、市民 会業務を本格稼動 しました。

ムの再開発 税課の耕作面積、農業共済の共済面積 また、平成12年 4 月より、更新デー

【改善事項】 等の情報を集約 し、データベースに発 タを端末機で入力することが可能とな

【平成10年度】 展させるとともに、オンラインシステ り、これによりシステムの再開発は終

ム化を図 ります。 了 しました。
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74

就園及び就学 に閲す 幼稚 園へ の就園、小 ・中学校への就 就学児童に関す る照会 ・更新処理 を

るデータベ ースの整 学についてのデ ータベース化 を図 ると 平成 9 年 4 月か ら行い 、平成 10年度の

備 ともに、学校保健や、保健 ・医療 ・福 新入児童 ・生徒 について は、 10月か ら

【改善事項】 祉 システム と連携 し、行政の基礎 デー 処理 を開始 しました。

【平成 8 年度】 タとして も活用 します。

75

中小企業融資制度管

中小企業者の融資の受付、審査 、融 平成 9 年度 か ら開発 に向けて検 討 し

資原資 の配分、貸付利率の改定な ど、 て きま したが、近 年 の融資 件数 も200

一連 の事務 を電算化 し、事務の効率化 件前後 と減少 してい ることか ら、シス

を図 ります。 テム化 に よる効果 も含めて検討 した結

理 システムの再開発 また、受付事務 を制度に よっては、 果、システム化 を見送る こととしまし

【改善事項 】 金融機 関で行 えるよう改善を図 ります。 た。

【平成 9 年 度】 しか し、平成 10年度 か ら融資件数が

倍増 した ことか ら 「融資管理システム」

の開発 に踏み切 り、11年度か ら稼動 し

ました。

76

保 育業務 シス テムの

保 育業務 システム について、 オンラ 平成 12年 8 月か らオ ンーライン化が一

イン化 を図 り、事務 の効率化 を図 りま 部稼動 し、入所児童の検索が可能 とな

オ ンライ ン化 す。 りま した。

【改善事項】 なお、平成 13年 4 月か ら保育料計算

【平成 10年度】 システムの本格稼動 に向 け、現 在 シス

テムの点検 ・確認 を行 ってい ます。

77

公立学校 施設台帳 の

校舎別、建設年度 、増改築年度 、大 パ ソコンによるシステム導入 につ い

規模 改修、修繕 内容 など、公立学校施 て検討 した結果、各種 デー タの活用や

電算化の検討 設台 帳作成 に係 るデータ処理について、 図面 の更新処理及び経 費面等で効果が

【検討事項】 電算 化 を検討 し、事務の効率化 を図 り 認 め られ ま した。

【平成 8 年度】 ます。 今後 は、 これ らを踏 まえ導入 に向 け

て関係課 と協議 してい きます。

78

日々雇用職貞貸金の 代替保母、臨時の給食調理貞等 の貸 代替保母及 び給食調理パー ト職貞 に

口座振込制度の導入 金につ いて、口座振込 みを実施する と ついて、指定金融機関の電算 システム

【改善事 項】 ともに、社 会保険等 の納付状 況の的確 利用 による口座振込 を実施 しま した。

【平成 9 年度】 な把握、貸金台帳 の整備 を図 ります。

79

下水 道普及 デー タ整

処理面積 、処理戸数、処理 人口など システム導入 に向けて種 々検討 しま

の下水 道普及データ整備システムを開 したが、統計デ ータについて未整備部

備システムの開発 発 し、事務 の軽減化 を図 ります。 分が あること、及びシステム化後 の人

【改善事項】 手 による作業がか な り残ること等 から、

【平成 9 年度 システ ム化 に よる効 果 が 認 め られ な

～10年度】 いため、 シス テ ム の 開発 を断念 しま

した。



（ 3） 情報機器の積極的導入による市民サービスの向上

（ 4） 集中・ 分散処理システムの適正化
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80

保健 ・医療 ・福祉 シ

保健 ・医療 ・福祉 システムについて、 平成 8 年度 で保健 ・医療の連携 シス

蓄積 されたデータを有効活用 しながら、 テム開発 を終了 し、平成 9 年度で高齢

ステムの開発 システ ムを全面 的に見直す とともに、 者 に関す る保健婦の訪問指導業務及 び

【改善事 項】 共 同利用か ら単独利用へ移行 します。 ホームヘルパ ーによる介護活動業務 に

【平成 7 年度 関するシステ ム開発 によ り、保 健 ・医

～ 10年度】 療 ・福祉が連携す るシステム開発 を終

了 しました。

8 1

行政サー ビスカー ド

行政 と市民 との情報伝達 、 コミュニ 国では、住民基本台帳ネ ッ トワーク

ケーシ ョンの媒体 として有効利用 を図 システムについて検 討 を行 ってい ます

導入の検 討 るため、行 政サー ビス カー ドの導入 を が、この構 想 に全国共通仕様 のIC カー

【検 討事 項】 検討 します。 ドの発行が盛 り込 まれてい るため、市

【平成 9 年度】 独 自では実施せず、国の構想 に沿 って

対応 してい くこととしました。

82

戸籍 システム導入 の

住民記録で失われた情報 を補完す る システム導入 について先進都市 を調

とともに、住民記録 と戸籍 との連携 を 査 するなど動向の把 撞に努めたが、導

検 討 図 りなが ら、これ らの事務連絡 を一連 入経 費は 8 億 円の経 費が必要 となるた

【検討事 項】 の流れ と して処理 で きるよう、戸籍 シ め、財政状況等 を考慮す る中で検討 し

【平成 10年度】 ステム導入 を検討 します。 た結果 、当面戸籍 システムの導入 は見

送るこ とと しま した。

83

広報 ・広 聴機 能の充

情報幹線整備事業で整備 され る情報 ケーブルテ レビ放 送に よる行政情報

基盤や ビル電話装置の更新 に より、市 の提供 を推進する とともに、イ ンター

実 民か らのア クセスが容易 にな り、その ネ ッ トでの行 政情報 の提供 について、

【改善事 項】 料金 も低 額で可能 となるため、情報通 平成 10年度か ら福井市 のホームペ ージ

【平 成 9 年 度】 借 を使った広報 ・広聴機能 の充実 を図

ります。

を開設 しま した。
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84

情 報処理 システム組 本市の行政 ニーズ に適切 に対応 で き 広域 圏か ら福 井市への住民マス ター

織 の検討 る情報処理 システムや組織 の在 り方、 のデータ複写サ イクル を月 1 回か ら毎

【検討事 項】 データの所在 （集 中 ・分散 の在 り方） 日に、平成 9 年 11月か ら実施 しました。

【平成 8 年度

～ 9 年度】

の適切化等 につ いて検討を進め ます。

85

企業局の単独利用へ ガス ・水 道の共 同利用システムにつ 市 ガスの熱量変更事業 な ど、緊急か

の移行 いて、平成 9 年 10月 を目標 に企業局の つ膨大 な事務事 業の発生 に伴 い、電算

【改善事項 】 単独利用に移行 し、事務 の効率化 を図 の単独移行 については時期及 び財政面

【平成 9 年度】 ります。 を考慮 して断念 しました。

86

政策支援 システム開

発の検討

【検討事 項】

【平成 8 年度

～ 10年度】

科学的評価 の手法 を取 り入 れなが ら 平成 8 年 7 月か ら運用 している社会

政策決定で きる ようにするため、本市 指標データーベースシステムは、行政水

の現状 を把握 したデータを整備 し、行 準等の比較には不完全であるため、視 覚

政水準 を示 しなが ら意思決定 の手段 と 的な地図情報 を含 めたシス テム化 （G

す る政策支援 システムの構築 に向けて IS ） とともに、継続的なデー タ蓄積及

検討 を進め ます。 び更新 を行 う体制づ くりを検討 します。



行政改革に伴う経済効果推移【 8年度・ 9 年度】
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印刷業務 の見直 し 27，318 職貞 4 人減

会 議改 善 マ ニュ アル の 作

成
27，518

会議時間、出席 人数の

削減

記者 ク ラブ担当業務のパー

ト化
5，518

職貞 1 人減

嘱託 1 人増

電話交換業務 のパ ー ト化 5，4 78
職貞 1 入滅

パー ト1 人増

国民宿 舎 フロ ン ト業 務 等

の委託
7，501 職員 2 人減

学 枚給 食 業務 パ ー ト化 の

推進
17，493 113

職員 3 入滅

パ ー ト8 人増

市 民 ホ ー ル案 内業 務 の 委

託
1，85 9

職員 1 人輝

委託料増

使用料等 の見直 し 16，736 18 ，509 使用料 ・手 数料改正

普通財 産の管理処分 19，814 16 ，630 譲渡処分

税 務 事務 の総 点検 及 び市

我の在 り方の検討
47，000 53 ，000 徴収体制強化 に伴 う増

税 務事 務 の総 点検 及 び市

税 の在 り方 の検討
60，900 納税 奨励 制度の改定等

一 般行 政 管理経 費 （物 件

費等 ）の削減
46，466 3 ，572 10 ％削減

財務 システムの見直 し 1，634
職務権限等見直 し合理

化

職負 数の適正化 （削減） 81，169 198 ，018 職貞 38人削減

管 理職 の退職勧 奨 制 度 の

見直 し
11，8 00 定年 1 年前退職者増

時 間外勤務手 当の縮減 50，869 367 ，695 延べ 145，593 時間減

給 与 の 口座振 込制 度 の 導

入
9，775 給与袋詰作業減

管理職手当の見直 し 784 6 部門の手当削減

ビル電話の更新 9，009 1，146 ビル電話回線 削減

土木積算 システムの拡充 588
企業会計等歩掛 け事務

省力化

就園及 び就学 に関するデー

ターベ ースの整備
176

児童 ・生徒 異動 時の事

務省力化

日々雇 用賃 金 の 口座 振 込

制度の導入
86 1 給与袋詰作業減

合　　　　　 計 381，08 1 727 ，868



Ⅱ第＝次福井市行政改革実施報告

改訂 版

【 平成10～12年度】
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改正の背景及び目的

平成 8 年度から第二次行政改革を着実に進め、平成 9 年度末までで86項目の実施計

画のうち、約 8割にあたる68項 目が終了しました。しかし、第二次行政改革大綱を定

めて以降、わが国の経済状況はバブル崩壊の後遺症から抜けきらず、景気は依然とし

て低迷を続けており、本市においても696億円を越す市債残高を有し、公債比率は警

戒ラインの15％に近づき、義務的経費 も年々増加 し財政状況が硬直化しました。また、

歳入の大半を占める市税は伸びず、政策的経費に充てる財源を圧縮せざるを得ない状

況になりました。

このため、本市は平成10年度を「財政構造改革元年」と位置付けまして、平成15年

度までの 6 年間を財政構造改革期間と定め、12年度までの 3 か年を集中改革期間とし

ました。そして多様な市民のニーズに対応するために行政の「質の高度化」を図り、

市民生活の「質を重視」したまちづくりを視点とし、自治省が示した「地方自治・新

時代に対応した地方公共団体の行政改革のための指針」を踏まえ、第二次行政改革大

綱及び実施計画を改正し、さらに積極的に行政改革を推し進めてまいります。

基本方針

第二次行政改革の目標である「活力とやさしさのある地域社会」、「真の豊さを実感

できる市民生活の実現」及び「市民の視点に立った改革」を継承しながら、行財政運

営の徹底 した見直 しを行います。

財政運営の健全化

「 歳入に見合った歳出」を基本に、大幅な事業の見直しを行うとともに、これま

での右肩上がりの経済状況の中で、拡大する行政需要に対応して構築した資産の有

効活用を図り、新たな行政需要に対応できるように財政構造の改革を進めます。

－3 3 －



徹底した事務事業の見直 し

事務事業を根底から見直し、民間委託などにより効率化を進めます。また、市

民と行政の役割分担を見直し、行政が担うべき領域を明らかにします。

3 定員適正化の推進

行政運営の効率化という観点から、事業の評価システム導入とスクラップ・ ア

ンド・ ビルドを基本にして、事業規模や施策の内容により、業務量を的確に把達

し、職員数の適性化を図ります。

地方分権への対応

職員の政策形成能力や創造的能力、法務能力等を向上させるため、人材育成の

推進を図ります。

また、地方分権時代にふさわしい、個性あふれるまちづくりを進めていくため、

市民の理解と協力を得ながら、市民参加による施策を推進してまいります。

実施方針

計画期間

改訂 した第二次行政改革大綱及び実施計画の期間は、平成10年度の策定の日か

ら平成12年度末までとします。

なお、改訂前の大綱及び実施計画の計画期間は、平成10年度末までとなってい

ますが、実施計画の中で終了していない項目のうち、主要な項目については、見

直し計画の中に取り入れていきます。

推進体制

市長を本部長 とする行政改革推進本部において、総合的な連絡調整・進行管理 ・

確認達成を行いながら、計画的に進めます。

また、推進状況については、福井市行政改革推進委貞会に定期的に報告し、必

要な助言等を求めるものとします。

推進状況の公表

第二次行政改革大綱及び実施計画【改訂版】の推進状況については、市政広報

等を通 して広 く市民に公表するものとします。

ー3 4 －



第＝次福井市行政改革実施計画【改訂版】

1 財政運営の健全化

（ 1）健全な財政運営の推進

（ 2） 禰助金・負担金の整理合理化

（ 3） 公有財産の有効活用

－3 5 －

1 財政健全化計画の策定

財政健全化計画を策定 し、基金の取崩し

に依存 しない財政構造、市債残高が累増し

ない財政構造の確立など、財政構造改革を

推進 します。

＜実施内容＞

平成10年 9 月中に財政健全化計画を策定

し公表 します。

平成10年度

2
事業別予算 と事革評価

システム導入の検討

事業ごとの費用 と成果を明らかにし、政

策主導型の予算編成を目指 します。また、

それに連動 した評価尺度を設定 し、事業評

価システムの導入 を検討 します。

事業別予算の導入

平成11年度

＜実施内容 ＞

事業別予算は、平成11年度当初予算から

導入 します。また、事業評価システムは平

成12年度からの試行に向けて検討会 を設置

します。

事業評価システム

の導入

平成12年度
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（4） 公共工事のコス ト縮減
二 ■ ： ・・ 、 ： ：■ ・ ・

5
公共工事のコス ト縮減方

策の検討

国の 「公共工事コス ト縮減対策に関する

行動指針」 を参考に、入札 ・工事 コス ト縮

減検討委貞会においてコス ト縮減方策を検

討 します。 平成 9 年度～

＜実施内容＞ 平成11年度

平成11年度まで、入札制度等の改善と設

計の見直 し等の視点から、公共工事のコス

ト縮減の具体的方策を継続的に検討 し推進

します。

縮減率10％

2　 人事管理 I職員定数の適正化

（1）効率的な行政運営のための人事管理
’：：小＞：．：：：・

6 定 員 適 正 化 の 推 進

平 成 1 0 年 3 月 に 策 定 した 、 定 貞 削 減 化 計

画 を 踏 ま え て 、 事 務 事 業 を 見 直 す 中 で 、 適

正 化 を 推 進 し ます 。 平 成 1 0 年 度 ～

＜ 実 施 内 容 ＞

事 務 事 業 の 見 直 しや 民 間 委 託 等 を 進 め る

中 で 、 適 正 配 置 を 行 い ま す 。

平 成 1 7 年 度

（2） 職貞の能力開発の推進
：：：二：：：：：：ニ丁：’J － ∴ ■・：・：・：▼ン■■■

7 人材育成の基本方針の策定

職貞の能力開発を効果的に推進するため、

人材育成に関する基本方針 を策定 します。

＜実施内容 ＞

平成10年度中に、人材育成の目的、方策

等を明確に した基本方針 を策定します。

平成10年度
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8

幼 稚 園 、 保 育 園 統 廃 合 の

推 進

少 子 化 に 伴 う 「福 井 市 エ ン ゼ ル プ ラ ン 」

の 実 施 及 び 児 童 福 祉 法 の 改 正 に 伴 う 広 域 入

所 等 の 需 要 動 向 を 見 据 え て 、 統 廃 合 の 方 針

を 検 討 し ま す 。

ま た 、 幼 稚 園 児 の 動 向 を 踏 ま え て 保 育 園

と の 統 合 を 検 討 し ま す 。

＜ 実 施 内 容 ＞

平 成 1 0 年 度 中 に 、 保 育 園 の 統 廃 合 の 基 本

的 な 計 画 を 策 定 し ま す 。

幼 稚 園 と 保 育 園 の 統 合 に つ い て は 、 国 の

幼 保 一 元 化 を 踏 ま え て 推 進 し ま す 。

平 成 1 0 年 度

9 清掃業務の委託

清掃業務については、職月数の推移を勘

案 しなが ら収集方法 を含めて検討 します。

＜実施内容＞

行政責任を損なわない範囲において、民

間委託を具体的に推進 します。

平成11年度～

平成12年度

10
学校給食業務の在 り方の

横討

衛生管理を徹底する体制づ くり、施設 ・

設備の改善、効率的な運営方壊などを調査 ・

研究 します。

＜実施内容＞

パー ト化は従来 どお り推進 し、委託につ

いては、今後の学枚給食全体の在 り方の中

で検討します。

平成10年度～

平成11年度

11 下水施設管理の委託

下水道ポンプ場の管理業務体制について、

見直 しを実施 します。

また、境浄化センターの改修に伴 う運転

監視等の民間委託について、具体的な計画

を作成 します。

＜実施内容＞

職貞の配置等を勘案する中で、施設の管

理業務体制及び運転監視業務等の委託計画

を、平成11年度までに作成 します。

平成11年度



ヰ　 情報活用体制の推進

（1）情報処理システムの積極的導入による事務の効率化
：・二・・く・・：：：

：：・：く・－ノ

＞■・1 ご・ご▼ニ●ヽ：・＞ご

12
地 図 情 報 シ ステ ム 運用 の

平 成 1 2年 度 か ら、本 格 稼 動 す る固定 資 産

地 図情 報 シス テ ム につ い て 、 全庁 的 な活 用

方 法 を研 究 します 。
平 成 1 1年 度

た めの 研 究 会 の 設 置 ＜実 施 内容 ＞

現 在 、 地 図 を利 用 して い る所 属 を対 象 に

研 究 会 を設 置 します 。

1 3
庁 内 L A N 等 に よ る 情 報

化 の 推 進

行 政情 報 シス テム の構 築 な どに よ り、 全

庁 的 な情 報 伝 達 の 迅 速 化 や 、情 報 の共 有 化

を図 り、業 務 の 効 率 化 を推 進 す る ため 、可

能 な 限 りパ ソ コ ンの導 入 を進 め ます 。

＜ 実施 内容 ＞

平 成 1 2年 度 まで に、電 子 メ ー ル に対 応 で

きる よう整 備 します 。

平 成 1 2年 度

．′



第＝次福井市行政改革実施状況 【改訂版】

1 財政運営の健全化

（1）健全な財政運営の推進
・：・・ ン：・．・：

．．．．．ノ・．　　　　　　　　 ・：・こ：≦ ・・こ．： ：：：：：ヾ ：：：：：

・：・・：くり ・・

1

財政健全化計画の策定 r歳入に見合った歳出J を基本とした財政健全化計画を

【実施時期 ：10年度】 策定 しました。

財政健全化 目標項 目の推移

項　　　 目 9 年度決算 10年度決算 11年度決算 15年度目標

経常収支比率 （％） 87．7 85．6 84．4 80．0

公債費比率 （％） 14．1 13．5 13．5 12．0

市債の残高 （億円） 696 729 706 643

財政調整基金の残高 （億円） 1 1 6 40

2

事業別予算と事業評価 システ

ム導入の横討

・事業別予算の導入 事業 目的や費用、効果を明確にするための事業別予算を

【実施時期 ：11年度】 導入しました。

・事業評価システムの導入 平成13年慶事務事業評価システムの本格導入のため、平

【実施時期 ：12年度】 成11年度は各所属が選択した152の事務事業を、 また平成

12年度は本市の行っている全事務事業 （1500）を特性 ごと

に区分 し、その内約500の事務事業について、課題検証の

ため評価作業を試験的に行いました。

（2） 補助金 ・負担金の整理合理化

・：・：・ンン：・：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＝I＝廿：：：：

■：‾：′：く■：：：：・　　　　　　　　 ；≡二即 ：：：子‡：　　　　　　　 ＝＝：＝：ジ＝：＝＝＝ ハン≠・：●・・
：：：ンモ：・：：：

3

補 助 金 等 の 見 直 し

【実 施 時 期 ： 1 1年 度 】

終 期 の 設 定 （ 3 年 以 内 ）、 評 価 制 度 の 導 入 、 ス ク ラ ッ プ ・

ア ン ド ・ ビ ル ドの 徹 底 を も と に 、 3 9 6 件 の 補 助 金 に つ い て

見 直 し を 行 い 、 5 7 件 、 約 4 千 万 円 を 廃 止 し ま し た 。



（ 3） 公有財産の有効活用

（ 4） 公共工事のコス ト縮減
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2　 人事管理 ・職員定数の適正化

（1）効率的な行政運営のための人事管理

∴ ：1 ：ニ・：

・．・．ヽく・こ

6

定員適正化の推進

【実施時期 ：10年度 ～

17年度 】

事務事業 を総合的 ・機能的 に実施で きる効 率的な行 政運

営 を目指 すため、平成 10年度 に策定 した職貞 削減 化計画に

基づ き、事務事業の見 直 しを行 うと共に、地方分権 や新規

事 業に対応 した適正 な人月配置 と組織 ・機構 の整備 を図っ

てい ます 。

平成 12年度

職員4 2人、人件費約 3 億 5 千万 円削減

（2） 職員 の能力開発の推進

丁＝二＝、竹＝く：‥：：：

7
人材育成の基本方針 の策 定

【実施時期 ：10年度 】

職員の企画力 ・開発能力の向上 を 目指 し、 「福 井市 人材

育成基本 方針」 を策定 しました。 この基 本方針 に基づ き、

優 先度、効果性等 を考慮 し、各推進項 目を実施 してい きま

す。

12年度実施項 目

・管理職等昇任選考制度導入

・職務実績記録 、 自主 申告制度等 の勤務評定 制度 実施

・採用試験 成績公 開、‘外部面接官導 入

・職 の公募、異動 ジ ョブローテーシ ョン

・昇任昇格 における男女格差解消

・研修の強化 充実 と資質 ・能力開発

・勤務評定制度の充実　 ほか

（3） 組織 機構 の見直 し

・：ノ：、：・二 二・二・リ∴二

こ－ニ：：く：：■ニニ
：：ン：く・：・：・ 二ご：二・ゞ：・ン丁

8

幼 稚 園 、 保 育 園 の 統 廃 合 の 推 公 立 保 育 所 の 民 営 化 ・分 園 方 式 を 中 心 と し た 5 つ の 取 り

進 組 み を 盛 り 込 ん だ 「公 立 保 育 所 統 廃 合 基 本 計 画 」 を 策 定 し 、

【実 施 時 期 ： 1 0 年 度 】 平 成 1 1 年 度 3 つ の 保 育 園 を 分 園 化 し ま し た 。
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3　 事務事業の見直 し

（1） 民間委託等 （民間委託 り†－ト化 ・嘱託化）の推進
：・：：モ・・：‘：

・！ 二∴ L ノ．・：・′●リ：・　　 ：：：：′・・：・　　　　 ：・：十′ ・∵ ：

．・ノ ：・′：・．・： ：・＝竹 ・▲・：　　　　　　 ：＝：＝竹 ●
・：・：・■′・■・：・

9

清掃業務の委託

【実施時期 ：10年度～

12年度】

平成10年10月からペ ットボトル収集業務 を民間委託 しま

した。

また、平成11年度か ら燃やせるごみの収集体制を再編成

し委託拡大した結果、委託率は概ね65％を達成 しました。

10

学校給食業務の在り方の検討

学校給食業務の在 り方 （施設 ・設備の改善、パー ト化、

民間委託等）について検討を行った結果、当分の間センター

調理方式、単独校調理方式を維持 しなが ら、次に掲げる基

本的事項を推進 してい きます。

【実施時期 ：10年度～

11年度】
① 調理貞のパー ト化 （40パーセン トを目処 に推進 しま

す。）

② 民間委託の拡大 （炊飯業務を現行の単独校調理場 9

佼に加えて、学校給食センターをも含めて委託業務

の拡大を図ります。）

11
下水施設管理の委託

【実施時期 ：11年度】

下水施設 （ポンプ場）管理に閲 し

① 変則 （24時間）勤務体制の見直し

② 民間委託の導入による職貞の削減

③ 事務事業の合理化 ・効率化

を柱 とする基本方針を策定 しました。この方針に基づ き委

託を推進 していきます。

平成12年度

境浄化センター
水処理 ・汚泥脱水処理業務委託実施

ポンプ場管理センター

夜間 ・休日の中央監視業務委託実施



4 情報活用体制の推進

（ 1）情報処理システムの積極的導入による事務の効率化
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1 2

地 図 情 報 シ ス テ ム 運 用 の た め

の 研 究 会 の 設 置

【実 施 時 期 ：1 1年 度 】

平 成 1 1 年 5 月 、 第 1 回 地 理 情 報 シ ス テ ム 研 究 会 を 発 足 し、

行 政 O A 地 図 セ ミ ナ ー へ の 参 加 や 具 体 的 シ ス テ ム の デ モ ン

ス ト レ ー シ ョ ン を 受 け る な ど研 究 を 重 ね 、 1 2 月 に 報 告 書 を

ま とめ ま した 。

13

庁 内 L A N 等 に よ る 情 報 化 の

企 業 局 庁 舎 及 び 3 3 の 出 先 機 関 が 庁 内 L A N に 接 続 さ れ 、

本 館 、 別 館 及 び 企 業 局 庁 舎 が 一 つ の ネ ッ トワ ー ク を構 築 化

推 進 し ま した 。

【実 施 時 期 ：12 年 度 】 平 成 12 年 12 月 末 現 在 、 財 務 会 計 端 末 を 含 め 、 計 3 4 5 台 が

庁 内 L A N に 接 続 さ れ ま し た 。



行政改革に伴う経済効果推移 【10年度～12年度】

：．：・1：：：： ＝‥輔・∴　　　　　　　　　 二・＝・．・七：．＝
・二・∴1小：・：

：・ン：く：：：ニニ
国民宿舎客室等清掃業務

の委託
12，362 職貞 4 名減

学校 給食業務パー ト化の

推進
5，393 17 ，640 34 ，634

職貞削減

パ ー ト雇用

学校給食炊飯業務民 間委

託の推進
7，501 調理貞 ・パー ト削減

普通財産の管理処分 520，265 譲渡処分 2 件 （土 地）

税務事務の総点検及 び市

税 の在 り方の検討
51，038 183 ，381

前期報奨制度の見直 し

口座振替通知の見直 し

税 務事務の総点検及 び市

税の在 り方の検討
195 ，000 49 ，870 28 ，290

特別滞納整理 の実施

徴収業務の応援 体制

一般行政管理経費 （物件

費等 ）の削減
474 ，889 8．4％削減

職貞数の適正化 （削減 ） 190，216 284，784 356 ，160 職貞削減

人件費 の抑制 175 ，259
管理職の手当 カッ ト

一般職貞の昇給 延伸

時 間外勤務手 当の縮減 14，252 6，46 0時間減

公共工事 のコス ト縮減方

策の検討
333，992 282，190 653 ，086

総事業費 に対する縮 減率

H lO 2 ．98 ％

H l1 3 ．46 ％

H 12 6 ．0 7％

下水ポ ンプ場管理センター

業務 の委託
38，899

中央監視業務 （夜 間 ・休

日）委託

境 浄化セ ンター業務 の委

託
10，675

水処理 ・汚泥処理兼務 委

託

動物焼却炉及 び可燃粗大

ゴ ミ破砕機の運転操作
1，888 日々雇用職員 の採用

レセ プ ト点検業務 のパ ー

ト化
1，180

時 間外処理 か らアルバ イ

トで対応

駐車場管理業務 の見直 し 2，900 管理月 1 名城

農地基本台帳 システ ムの

再開発
174
広域 圏業務負担金 （パ ン

チ経費）削 減

定員管理の指導 と中高年

齢 層か らの雇用促進
30，000 常勤ヘルパー 4 名削減

治水記念館の清掃業務委

託内容の見直 し
600

シルバー人材 セ ンターへ

委託

補 助金の見直 し 41，021 廃止 57件

幼稚 園 ・保育園の統廃合 47，266
三花分校廃校 、分園 に伴

う保育園長 3 入滅

林 道の維持管理人の削減 1，115 日々雇用 1 名減

合　　　 計 1，979 ，234 907 ，267 1，159 ，419

－ 44 －




